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第１問

ʲ̍ྫࣄʳ
૞ࠪΛਐΊ͍ͯͨͱ͍ͯͭ͜ʹߕձࣾݶͰ༗ٙݏചͷີࡎΒ͸ɺ֮੧̥׭࡯ܯ　
Ζɺߕͷ͕ؔऀ܎୐഑ศʹΑΓ֮੧ࡎΛ࢓ೖΕ͍ͯΔͱͷ৘ใΛೖखͨͨ͠Ίɺ
୐഑̖ऀۀͷӦۀॴʹର͠ɺߕͷࣄ຿ॴʹ܎Δ୐഑ศͷ഑ୡঢ়گʹ͍ͭͯরձ͠
ͨɻͦͷ݁Ռɺ୹ؒظͷ͏ͪʹଟ਺ͷՙ෺͕ಧ͚ΒΕ͍ͯΔ͜ͱ΍ɺ΄ͱΜͲͷ
ՙ෺ʹ܎Δ഑ૹ఻ථʹ͸ૹΓओͷॅॴཝʹ࣮͠ࡏͳ͍ॅॴ͕͞ࡌهΕ͍ͯΔͳ
Ͳɺෆ৹ͳ఺͕ଘ͢ࡏΔ͜ͱ͕൑໌ͨ͠ɻ̥Β͸ɺߕͷࣄ຿ॴʹ഑ୡ͞ΕΔ༧ఆ
ͷՙ෺ͷ಺༰Λ೺Ѳ͢Δඞཁ͕͋Δͱ͑ߟɺ্هӦۀॴͷॴ௕̗ʹରͯ͠ՙ෺ͷ
ିग़͠ͳͲͷྗڠΛٻΊͨͱ͜Ζɺ̗͸͜ΕΛঝ୚ͨ͠ɻͦ͜Ͱɺ̥Β͸ɺߕͷ
ʢҎ͠ࢪΛ࣮ࠪݕ຿ॴʹ഑ୡ͞ΕΔ༧ఆͷՙ෺ΛआΓड্͚ͨͰɺΤοΫεઢࣄ
Լʮຊ݅ΤοΫεࠪݕʯͱ͍͏ɻʣɺͦͷ݁Ռɺ಺༰෺ͷ඼目Λ۩ମతʹಛఆ͢Δ
·Ͱʹ͸ࢸΒͳ͔ͬͨ΋ͷͷɺܗݻ͍͔ࡉ෺͕٧·ͬͨ௕ํܗͷାͷࣹӨΛ֬ೝ
͢Δ͜ͱʹ੒ޭͨ͠ɻ
　ͳ͓ɺຊ݅ΤοΫεઢࠪݕͷ࣮ޙࢪɺର৅ͱͳͬͨՙ෺͸̖ͷӦۀॴʹฦؐ͞
Εɺ௨ৗͷӡૹաఔԼʹ໭Γɺ࠷ऴతʹ͸ߕͷࣄ຿ॴʹ഑ୡ͞Εͨɻ
　ʤઃ໰̍ʥ
　　ຊ݅ΤοΫεઢࠪݕͷద๏ੑʹ͍ͭͯ࿦ͥΑɻ

ʲ̎ྫࣄʳ
෇͚͕ͨɺͦͷ͚ۦʹ৔ݱͨ͜͠ىΛނࣄ͸ɺԵͷӡస͢Δं͕෺ଛ̦׭࡯ܯ　
྽ͳञष͕͢ΔڧΔ͜ͱ΍ɺԵ͔Β͕͋؈ɺಉंͷӡస੮ʹҿΈ͔͚ͷϏʔϧࡍ
͜ͱʹ͍ͨͮؾɻͦ͜Ͱɺ̦͸ɺԵʹର͠ɺΞϧίʔϧࠪݕؾݺͷ࣮ࢪΛٻΊͨ
͕ɺԵ͸͜ΕΛڋ൱ͨ͠ɻ̦͸ɺಓ࿏ަ௨๏ҧ൓ͷඃٙऀͱͯ͠ԵΛऔΓௐ΂Δ
ඞཁ͕͋Δͱ൑அ͠ɺಉਓΛ࡯ܯॺʹ೚ҙಉͨ͠ߦɻ
Ԡʹࢪͷ࣮ࠪݕؾݺॺͰͷऔௐ΂ʹ͓͍ͯ΋ɺ̦͸Ҿ͖ଓ͖ɺΞϧίʔϧ࡯ܯ　
͡ΔΑ͏ʹԵΛઆಘ͕ͨ͠ɺԵ͸ؤͱͯ͠Ԡ͡ͳ͔ͬͨɻͦͯ͠ɺ̦͕આಘΛଓ
͚ΔதɺԵ͸ٸʹ্ཱ͕ͪΓɺʮλόίΛͯͬ͘ٵΔʯͱ͍ݴͳ͕Βग़ೖޱͷํ
΁଍ૣʹา͖࢝Ίͨɻ̦͸ɺઆಘΛܧଓ͢Δඞཁ͕͋Δͱ͑ߟɺԵͷલํʹճΓ
खटΛࠨͳ͕Βɺ྆खͰԵͷ͍ݴΒͰ΋Α͍Ͱ͸ͳ͍͔ʯͱ͔ͯࠪ͠ݕΈɺʮࠐ
௫Μͩɻ͔͠͠ɺԵ͸͜ΕΛ༰қʹৼΓ෷͍ɺͦͷ··औௐ͔ࣨΒୀࣨͨ͠ɻ
　ʤઃ໰̎ʥ
　　̦ʹΑΔ੍ߦࢭҝͷద๏ੑʹ͍ͭͯ࿦ͥΑɻ
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ΞΨϧʔτΞΧσϛʔ　࿦จ౴Ҋͷʮॻ͖ํʯ　

解説

第１　学習テーマ

　第１問から第５問では、刑事手続の中でも出題頻度が高い「場面」を取り上
げ、検討・判断の枠組みや注意事項について解説する。第１問では、「捜査」（司
法警察活動）を取り上げる。捜査一般に適用されるルール・準則を理解した上
で、適法性判断の枠組みを理解してもらいたい。

第２　本論
１　捜査の一般的なルール・準則
　⑴　捜査比例の原則
　　�　捜査の領域では、「目的を達するため必要な取調」（必要な調査活動全般）を行
うことが許容される（197Ⅰ本文）。ただし、捜査においても国民の権利は最大限
尊重されなければならないため（憲13）、「必要」であると認められることのみな
らず、最小限度にとどまること（相当性）も要するものと解されている。すなわ
ち、捜査は必要かつ最小限の範囲内で行われなければならないものとされる。こ
のようなルールを「捜査比例の原則」という。

　⑵　強制処分法定主義
　　�　捜査の目的を達するために必要（かつ最小限）と認められる行為であっても、
「強制の処分」に該当する捜査手法については、「特別の定のある場合」にのみ許
容される（197Ⅰただし書）。すなわち、強制処分に該当する捜査手法は、それを
許容する明文の規定（＝立法機関からの授権）なくして行い得ないものとされ
る。このようなルールを「強制処分法定主義」という。

　⑶　任意捜査の原則
　　�　「強制の処分」を用いた調査活動を強制捜査といい、それ以外の調査活動を任
意捜査という。そして、捜査比例の原則から、強制捜査と任意捜査のいずれに
よっても捜査の目的を達成し得るときは、任意捜査によるべきであると解されて
いる。このようなルールを「任意捜査の原則」という。

　⑷　令状主義
　　�　逮捕や捜索・差押えについては、憲法上、裁判官が発する令状によらなけれ
ば、これを行い得ないものとされている（憲33・35）。また、これを受けて、刑
事訴訟法は、各種の強制処分につき、原則として令状を要求している（逮捕に関
する199条１項、捜索・差押え・検証に関する218条１項など）。このように、令
状によらなければ強制処分を行うことは許されないとする原則を「令状主義」と
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いう。
　　�　なお、令状主義には例外もあり、事前の司法審査を経る必要がない場合などに
は令状が不要とされる（逮捕に関する213条、捜索・差押え・検証に関する220条
１項など）。

２　捜査の適法性の判断枠組み
　①「強制の処分」に該当するか否かの判断
　　・�「強制の処分」とは、相手方の意思を制圧し、身体、住居、財産等の重要な権

利・利益に実質的な制約を加えて強制的に捜査目的を実現する行為などと定義
される（最決昭51.3.16〔岐阜県呼気検査拒否事件〕【百選１】参照）。

　　・�「強制の処分」に該当すると判断した場合は、「特別の定」に当たる根拠規定の
有無を確認する。

　　　→根拠規定がなければ、違法（197Ⅰただし書違反）との結論になる
　　　　根拠規定があれば、さらに、その要件充足性を検討する
　　・「強制の処分」に該当しないと判断した場合は、②へ進む。
　②任意捜査の限界を超えるか否かの判断
　　・�この点は、具体的状況の下で相当と認められる限度にとどまる行為といえるか

否かで判断する
　　・�相当性は、当該行為の必要性・緊急性（によって基礎づけられる公共の利益）

と、当該行為によって制約される権利・利益の性質・程度との衡量によって判
断する。

３　判断枠組みに関する留意事項
　⑴　強制処分該当性の判断（①）に関して
　　・�「強制の処分」に該当するか否かは、事案で用いられた捜査手法が一般的・類

型的に「意思の制圧」及び「重要な権利・利益の実質的制約」という要素を備
えるものであるか否かによって判断する（前掲・昭和51年最決も、行為の「性
質」から強制処分該当性を判断している。）。当該事案限りの個別・具体的な事
情（当該行為の必要性や緊急性の程度など）を考慮して判断してはならない。

　　・�「意思の制圧」という要素は、相手方の明示の意思に反する場合のみならず、
合理的に推認される意思に反する場合にも肯定される（最判平29.3.15【百選
31】参照）。

　　・�「強制の処分」に該当しても、直ちに違法となるわけではない。その捜査手法
を許容する「特別の定」が存在しない場合や、「特別の定」の要件を充足しな
い場合に違法となる。

　　　�　例えば、GPS捜査とエックス線検査はどちらも強制処分に該当するが、前者
は「特別の定」を欠いて違法（197Ⅰただし書違反、強制処分法定主義違反）




